



· 水色マーカー：用語定義
· 黄色マーカー：デジタル庁解説コメント

ガバメントクラウド利用権付与・運用管理委託規約

第1条 （本規約の目的）
　本規約は、デジタル庁が、ガバメントクラウドとして利用するクラウドサービスについて、地方公共団体に対し、利用権を付与し、運用管理を委託する契約に関する条項を定めることを目的とする。
なお、デジタル庁がガバメントクラウドとして利用するためのクラウドサービスの提供を受ける契約を締結した者を以下「CSP」という。
また、本規約における「クラウドサービス」は、デジタル庁「地方公共団体情報システムのガバメントクラウドの利用について【第2.0版】」（以下「利用説明書」という。）2に記載するところによるものとする。
· 地方公共団体にデジタル庁のウェブサイトから本規約へ同意する操作を行っていただくことで本規約上の権利義務を内容とした「ガバメントクラウド利用権付与・運用管理委託契約」が成立します。
· ガバメントクラウドにおいて特定のソフトウェアが利用可能か否かについては当該ソフトウェアのライセンサーが定める条件によって異なりますので、個別の確認が必要になります。当庁でもご参考となる情報をご提供することを想定しています。

第2条 （クラウドサービスの利用権付与及び運用管理委託）
1. デジタル庁は、地方公共団体のクラウドサービスの利用申請を承認した場合、クラウドサービスの利用権（以下「クラウドサービス利用権」という。）を付与する。地方公共団体は、当該利用権に基づき、クラウドサービスを利用してシステム等の構築等を行うことができる。
· 共同利用方式の場合も本項のとおりデジタル庁から地方公共団体に対してクラウドサービス利用権が付与されますが、手続きとしては「地方公共団体がガバメントクラウド個別領域のクラウドサービスの運用管理を個別に行わないことを前提として、デジタル庁が地方公共団体を介さず直接に、ガバメントクラウド運用管理補助者においてガバメントクラウド個別領域利用権限を行使できるよう措置」することを想定しています（利用説明書3.1.4②（ii））。

2. 地方公共団体は、クラウドサービス上での検証、本番稼働及び災害対策等の利用に限ってクラウドサービスを利用できる。
· 移行を実施する際に一時的に移行環境を作成することは「本番稼働」に付随するものとして本項に含まれることを想定しています。

3. デジタル庁は、第1項のクラウドサービス利用権の付与と併せ、クラウドサービスの運用管理に関する業務（以下「運用管理業務」という。）を地方公共団体に委託し、地方公共団体は当該クラウドサービスの運用管理義務を負う。

第3条 （クラウドサービス利用料）
地方公共団体がデジタル庁に対して支払うクラウドサービス利用料に関する金額、支払い方法その他事項についてはデジタル庁・地方公共団体間で本規約とは別途に定めるものとする。
· クラウドサービス利用料について、CSPのサービス価格の改定などによる利用料の増額があった際などに地方公共団体に対して利用料の増額をお願いすることがありえます。
· 別途定めることとした「地方公共団体がデジタル庁に対して支払うクラウドサービス利用料に関する金額、支払い方法その他事項」についての合意も利用説明書に記載されている「ガバメントクラウド利用権付与・運用管理委託契約」の一部となります。

第4条 （利用アカウント及び発行済アカウントの取扱い等）
1. 地方公共団体は、デジタル庁に対し、デジタル庁が別途定めるところにより、本規約の内容を遵守することを承諾の上、クラウドサービスの個別領域を利用するために必要となるアカウント（以下「利用アカウント」という。）の発行を申請しなければならない。
· 「利用アカウント」はクラウドサービスの個別領域の利用環境の単位であり、ユーザーIDを指すものではないことにご留意ください。
· 本規約にもとづく契約期間中はいつでも利用アカウントの発行申請ができることとすることを想定しております。詳細については今後お示しする予定です。
· 第2条のクラウドサービスの利用申請とは別に利用アカウントの発行申請手続を設けている趣旨は、地方公共団体が同一のCSPを利用する場合でもアカウントが複数発行されることも想定されるため、当庁としてアカウント単位で把握する観点から、別個の申請手続としています。実際には、利用権付与と1つ目のアカウント発行が同時に手続されることも多いことを想定しています。
· 地方公共団体の利用環境であるため、ガバメントクラウド運用管理補助者（その再委託先以降の委託先も含む。）は独自に利用アカウントの発行申請をすることはできません。共同利用方式の場合については利用説明書において「手続きとしては、地方公共団体がガバメントクラウド個別領域のクラウドサービスの運用管理を個別に行わないことを前提として、デジタル庁が地方公共団体を介さず直接に、ガバメントクラウド運用管理補助者においてガバメントクラウド個別領域利用権限を行使できるよう措置することとし、手続きを簡素化する。」こととしています（利用説明書3.1.4②（ii））。
· 地方公共団体がデジタル庁の承認を得てガバメントクラウド運用管理補助者からさらに再々委託を行った場合にデジタル庁が地方公共団体・ガバメントクラウド運用管理補助者を介さず直接に再々委託先においてガバメントクラウド個別領域利用権限を行使できるよう措置することも可能とします。
· 共同利用方式に地方公共団体A・地方公共団体Bが参加しているケースで、地方公共団体Aとの関係ではガバメントクラウド運用管理補助者乙社の再々委託先である事業者甲社が、地方公共団体Bとの関係ではガバメントクラウド運用管理補助者であるという場合に、デジタル庁が地方公共団体及びガバメントクラウド運用管理補助者乙を介さず直接に、甲社においてガバメントクラウド個別領域利用権限を行使できるよう措置する（甲社が同一の利用アカウントで地方公共団体A・地方公共団体Bを運用管理補助する）ことも可能とします。
· 地方公共団体からの申請がない限り、ガバメントクラウド運用管理補助者はガバメントクラウド内での構築の開始はできません。
· 地方公共団体へのアカウント発行については、検証環境につき１つ、本番環境につき１つなど分けることも想定されます。

2. デジタル庁は、地方公共団体からの利用アカウントの発行申請を承認した場合、当該地方公共団体に対し、利用アカウントを発行する。
3. 地方公共団体は、クラウドサービスにおいてデジタル庁から承認を受けたシステム等の構築等を行う際、前項の規定により発行した利用アカウント（以下「発行済アカウント」という。）を利用する。
4. 地方公共団体は、発行済アカウントを適切に管理するとともに、当該発行済アカウントに係るクラウドサービスについて自ら設定し、運用するものとする。
5. 発行済みアカウントの利用期限は本規約に基づく契約の有効期間満了までとし、発行済アカウントの利用期限を延長する必要がある場合には、デジタル庁及び地方公共団体は別途協議する。
· 本規約に基づく契約の有効期間は国・地方公共団体の予算年度ごととすることを想定しているため、当該年度末までとなります。以後、本規約19条が定める更新合意により更新されます。

6. 地方公共団体のクラウドサービスの利用を停止する場合、発行済アカウントの取扱いについて、デジタル庁及び地方公共団体は別途協議するものとする。
7. 本規約に規定されていない利用アカウントの利用に関する事項は、デジタル庁が定める。
· 本項は未定の事項について対応が必要となった場合に備えた条項です。

第5条 （情報セキュリティ）
1. デジタル庁は、地方公共団体に対し、クラウドサービスにおいて用いる最低限のセキュリティルールを記述した設定ファイル（以下「テンプレート」という。）を提供する。地方公共団体は、当該テンプレートを活用することも含め、地方公共団体情報システム非機能要件の標準等で求められる情報セキュリティ対策を自らの責任において行う。
2. 地方公共団体は、クラウドサービスにおいて自ら管理する個人情報が含まれる電子データ及び個人情報以外の機密性情報について、適切な安全確保措置を講じる。

第6条 （クラウドサービスに格納するデータに関する義務）
1. 地方公共団体は、クラウドサービスに格納するデータについて、関連する法令並びに当該地方公共団体が定める条例及び規程等に適合するものとする責任を負う。
2. 地方公共団体は、クラウドサービスに格納するデータについて、自らの責任で同一のデータをバックアップとして保存する等必要な対応を行う。
· クラウドサービス内のほか、他の地域データセンターなどへバックアップ保存することも考えられますが、いずれも各地方公共団体の責任で実施いただくことになります。
3. デジタル庁は、地方公共団体がクラウドサービスに格納するデータ（個人情報を含む。）を取り扱わない。デジタル庁は本項と同様の義務をCSPに対して課すものとする。
· ①地方公共団体が格納したデータをデジタル庁は取り扱わないことを本条項で約すこととし、②取り扱うことを防止するアクセス制御もなされ、③運用について監査も実施されるため「取り扱わない」としています（個人情報保護委員会「特定個人情報の適正な取り扱いに関するガイドライン（事業者編）」及び「（別冊）金融業務における特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン」に関するQ&A・A3-14・11頁参照）。

第7条 （電気通信回線に関する責任）
　地方公共団体が使用する端末機器からクラウドサービスに接続する電気通信回線及び回線終端装置等は、地方公共団体の責任において確保及び維持するものとする。

第8条 （運用管理業務の再委託）
1. 地方公共団体は、デジタル庁の承認を得て、運用管理業務の全部又は一部を第三者（以下「ガバメントクラウド運用管理補助者」という。）に再委託することができる。
· この承認は利用申請時に同時に取得することを主に想定（共同利用方式につき利用説明書3.1.4②（ii）、単独利用方式の利用説明書3.1.4③（ii）でも同様に利用申請時に承認を得ることを前提としている。）。（単独利用方式においてASPが先に構築を開始し、後にガバメントクラウド運用管理補助者が選定されることもありえます。）
· 地方公共団体からガバメントクラウド運用管理補助者に対する委託費用については地方公共団体・ガバメントクラウド運用管理補助者間の契約で定めていただくことを想定しております。
· ガバメントクラウド運用管理補助者を変更する場合は、新たにデジタル庁の承認を取得することが必要です。

2. 地方公共団体はガバメントクラウド運用管理補助者の行為について責任を負う。
3. 地方公共団体はガバメントクラウド運用管理補助者に対し、本規約において地方公共団体が負う義務と同様の義務を課さなければならない。地方公共団体はガバメントクラウド運用管理補助者が再々委託を行う場合にはデジタル庁から承認を得なければならない。地方公共団体は再々委託以降の委託関係が生じることについても把握し、デジタル庁の承認を得なければならない。
· ガバメントクラウド運用管理補助者が再々委託、それ以降の委託が生じうることは許容されていますが、地方公共団体はその点についてデジタル庁の承認を取得する必要があります。
· 再々委託、それ以降の委託が不可能な業務は、現時点では特に想定しておりません。


第9条 （地方公共団体の利用者の指定と責任）
1. 地方公共団体は、当該地方公共団体の職員の中から指定した者（以下「利用者」という。利用説明書3.4②・単独利用方式の場合の「管理者」はこれに当たる。）に発行済アカウントの管理者権限を付与して当該発行済アカウントを利用させるものとし、利用者以外に当該発行済アカウントを利用させてはならない。
· 共同利用方式の運用において、それぞれの地方公共団体に別々のアカウントを発行する必要がない場合は、１つのアカウントを他の共同利用方式参加の他の地方公共団体も利用可能とすることができます。
· 共同利用方式においては、原則として、地方公共団体に対して、実際にはアカウントの管理権限を付与せず、とりまとめを行うガバメントクラウド運用管理補助者が管理を行うこととします。

2. 地方公共団体は、利用者の行為について責任を負う。

第10条 （ガバメントクラウド運用管理補助者利用者の指定と責任）
1. 地方公共団体は、第三者に運用管理業務を再委託する場合、ガバメントクラウド運用管理補助者（第8条第3項でデジタル庁が承認した再々委託以降の委託先を含む。）の役職員の中からガバメントクラウド運用管理補助者が選定した者（以下「ガバメントクラウド運用管理補助者利用者」という。利用説明書3.4①の共同利用方式における「担当者」及び同項目②の単独利用方式における「委託先管理者」がこれに当たる。）に発行済アカウントの利用権限を付与して当該発行済アカウントを利用させることができる。
· 本項は単独利用方式、共同利用方式の双方に当てはまります。
· ガバメントクラウド運用管理補助者が複数選定された場合、それぞれのガバメントクラウド運用管理補助者に同一のガバメントクラウド個別領域の環境単位を利用させることも、複数の別のガバメントクラウド個別領域の環境単位を利用させることも可能です。その場合も、アカウント発行の申請主体はガバメントクラウド運用管理補助者ではなく、地方公共団体となります。
· 「発行済みアカウントの利用権限」には管理を行うことができることも含まれます（利用説明書3.4ご参照）。

2. ガバメントクラウド運用管理補助者利用者は、当該発行済アカウントを、基幹業務等アプリケーションの開発行為等、専ら自らの利益になる行為のために利用してはならない 。
· 例として、1700団体向けの新しいソフトウェアの開発などに用いてはならず、その場合はASPの自社環境で構築していただくことを想定しています。

3. 地方公共団体は、ガバメントクラウド運用管理補助者利用者が本規約を遵守するように監督するとともに、発行済アカウントを利用してガバメントクラウド運用管理補助者利用者が行った行為について責任を負う。
· ガバメントクラウド運用管理補助者からの再々委託先についてはガバメントクラウド運用管理補助者が監督し、再々々委託先については再々委託先が監督する、ことが順次想定されますが、ガバメントクラウド運用管理補助者以降の委託先の帰責性によりデジタル庁に生じた損害の賠償責任は地方公共団体が負うこととなります。その場合、地方公共団体はガバメントクラウド運用管理補助者へ、ガバメントクラウド運用管理補助者は再々委託先へ、再々委託先は再々々委託先へと順次求償請求することが想定されます。
· 地方公共団体のガバメントクラウド運用管理補助者に対する監督内容については、地方公共団体・ガバメントクラウド運用管理補助者間の契約で規定していただくことを想定しています。

第11条 （連絡体制）
1. 地方公共団体は、利用者、ガバメントクラウド運用管理補助者利用者、管理に関する責任者（地方公共団体の職員中のガバメントクラウドに関する業務の責任者を務める者をいう。）の指定その他のクラウドサービスの利用に必要な連絡体制を別途定め、その内容についてデジタル庁に報告しなければならない。当該連絡体制に変更がある場合も同様に報告しなければならない。
· 「管理に関する責任者」を利用者が兼任することも可能です。
· 連絡体制には、利用者、ガバメントクラウド運用管理補助者利用者、管理に関する責任者などの役職名・個人名などを記載いただくことを想定しております。

2. クラウドサービスに関し情報セキュリティインシデントが発生した場合、地方公共団体はデジタル庁が定める「ガバメントクラウド上に構築された地方公共団体の情報システムにおける情報セキュリティインシデントの問題判別と問い合わせ」所定の連絡方法に従い、直ちにデジタル庁へ報告しなければならない。デジタル庁は把握した障害等についての情報を地方公共団体に通知する。

第12条 （サービスレベル）
1. クラウドサービスのサービスレベルについては、CSPが定めているサービスレベルに準ずるものとする。
· 「CSPが定めているサービスレベル」については各CSPのウェブサイト等で確認いただくことを想定しています。
· 「CSPが定めているサービスレベル」が先行事業において地方公共団体情報システム非機能要件の標準を充足していたことを確認しています。システム構成によっても変わりうるため、各地方公共団体で実際に充足するかを確認いただくことを想定しております。

2. [bookmark: _Hlk89160980]当該サービスレベルが満たされない場合、デジタル庁は、CSPに対して、デジタル庁とCSPが締結した契約の範囲内で、当該サービスレベルの維持のために必要な対応を求めるものとする。

第13条 （クラウドサービスの提供）
デジタル庁は、CSPに対して、デジタル庁及びCSPが締結した契約に基づき、クラウドサービスを適切に提供させるよう努める。

第14条 （クラウドサービスの変更）
デジタル庁は、クラウドサービスの機能追加又は改善を目的としてクラウドサービスの一部の追加・変更を行うことができる。この場合において、追加又は変更により重要なサービスが停止されることとなる場合は、追加又は変更の12か月前にデジタル庁又はCSPから地方公共団体に対し通知を行う。
· 本条後段の通知に関し、ガバメントクラウド運用管理補助者への連絡は、ガバメントクラウド運用管理補助者との契約の当事者である地方公共団体から行っていただくことを想定しております。デジタル庁としては、CSPから適切な連絡がなされるように努めます。
· 12ヶ月前の通知という点はCSPの規約に沿っています。
· CSPと地方公共団体の間には直接の契約関係はありませんが、契約関係のあるデジタル庁がCSPに対して地方公共団体への通知を依頼します。具体的には利用アカウントを付与された者に連絡がなされるシステム仕様となっています。言語などが難解な場合、CSPのサポートも用意され、デジタル庁でも窓口を用意する予定です。

第15条 （クラウドサービスの休止）
1. デジタル庁は、保守作業の必要がある場合、第三者による行為等によりクラウドサービスの継続が地方公共団体に重大な支障を与えるおそれがあると認める場合又はその他やむをえない事由があると認める場合には、クラウドサービスを一時的に休止することができる。この場合、デジタル庁は把握しうる限りのクラウドサービスの再開見込み時期に関する情報を地方公共団体に連絡する。
2. サービスレベルの稼働率の算定において、前項により休止された時間は、稼働時間から控除されないものとする。
3. デジタル庁は、第1項の規定によりクラウドサービスを休止する場合には、あらかじめ地方公共団体に対してその旨を通知するものとする。ただし、緊急の場合にはこの限りではない。この場合において、休止後直ちに地方公共団体に通知するものとする。

第16条 （クラウドサービスの利用停止）
デジタル庁は、地方公共団体が本規約に違反した場合その他クラウドサービスの継続がデジタル庁又は他の地方公共団体に重大な支障を与えるおそれがあると認める場合には、当該地方公共団体に通知のうえ、当該地方公共団体がクラウドサービスを利用することを停止することができる。
· 違反状態やクラウドサービスの継続がデジタル庁又は他の地方公共団体に重大な支障を与えるおそれがある状態が改善されれば利用再開されることを想定しております。

第17条 （中途解約）
地方公共団体は、本規約に基づく契約の有効期間の途中、3か月以上前に書面又は電磁的記録を送付する方法を用いてデジタル庁に申し入れることにより、当該契約を解約することができる。地方公共団体が解約した場合は、デジタル庁に対し、解約までの利用に応じたクラウドサービス利用料を支払う。ただし、デジタル庁がサービスレベルのいずれかの項目について地方公共団体に不利益な変更を行うこととし、そのことを理由に地方公共団体が当該契約を中途解約する場合はデジタル庁に対し解約する旨を解約の1か月以上前に書面又は電磁的記録を送付する方法によりデジタル庁に申し入れることで足りるものとする。
· 中途解約手続は別途定めてお示しする予定です。

第18条 （解除）
デジタル庁及び地方公共団体は、相手方が次の各号いずれかに該当し、又は該当するおそれがある場合は直ちに本規約に基づく契約を解除することができ、解除により相手方が負った損害を賠償する義務を負わない。この場合にデジタル庁又は地方公共団体が損害を受けたときは、相手方に対して損害の賠償を請求することを妨げられない。
1 法令に違反したとき。
2 本規約に基づく契約を履行しなかったとき。
3 本規約に基づく契約の当事者間の信頼関係を破壊したとき。
4 その他前各号と類似する事由が生じたとき。
· 「相手方」とは、各号に該当したのがデジタル庁の場合はデジタル庁、地方公共団体の場合は地方公共団体を指します。

第19条 （本規約に基づく契約の有効期間）
本規約に基づく契約の有効期間は地方公共団体の本規約への同意後、ガバメントクラウドの利用開始日からガバメントクラウド利用開始日の属する年度の末日までとし、有効期間満了の3か月前までに更新の可否及び更新後の契約条件等についてデジタル庁・地方公共団体間で協議し、合意した場合に次年度初日に当該契約を更新する。ただし、更新合意後に地方公共団体の翌年度以降の歳出予算の減額又は不成立等により地方公共団体が当該契約の履行ができなくなった場合、本契約の変更又は解除をすることができる。
· 各年度において予算要求のプロセスに従って更新に向けた準備を行っていただくことを想定しております。更新合意については有効期限の3か月前までと余裕をもって行うこととします。
· 更新合意についても、契約書を取り交わすのではなく、デジタル庁のサイトから本規約の遵守を承諾したうえで更新を行うことの操作を行っていただくことを想定しております。

第20条 （デジタル庁・CSPの契約終了に基づく本規約に基づく契約の終了）
本規約に基づく契約締結の前提となるガバメントクラウドに関するデジタル庁・CSP間の契約が終了した場合、本規約に基づく契約も終了する。この場合、地方公共団体は、デジタル庁に対し、終了までの利用に応じたクラウドサービス利用料を支払う。
· 契約終了について相当程度の事前段階から連絡を行うことについては、現状、単年度での調達となっているという制約があり、難しいことをご理解のほどお願いいたします。

第21条 （クラウドサービスの終了後の処理）
デジタル庁は、本規約に基づく契約の有効期間の満了、中途解約又は解除、クラウドサービスの利用停止又はデジタル庁・CSP間の契約の終了等によりクラウドサービスの提供が終了した時から30日を経過した日以降、速やかにクラウドサービスに記録された地方公共団体のデータを消去しなければならない。
· 「クラウドサービスに記録された地方公共団体のデータ」にはアクセスログや個別領域内の情報も含まれることを想定しております。
· 消去方法については利用停止時の状況等によって異なる対応が想定されるため、個別の対応を想定しております。
· 別途移行作業が行われている前提で、終了後30日以降速やかに消去を求めることとしています。

第22条 （デジタル庁及び地方公共団体の損害賠償責任）
1. クラウドサービスの利用、変更、休止、利用停止又は終了後の処理等に伴い、デジタル庁の責めに帰すべき事由に起因して地方公共団体が損害を受けた場合、デジタル庁は地方公共団体に対して当該損害の賠償責任を負う。
2. 前項の損害がデジタル庁の行為等と信義則上同視すべきCSPの行為等に起因して発生した損害（以下「CSP起因損害」という。）である場合は、地方公共団体がデジタル庁に請求できる損害賠償額はデジタル庁がCSPに対してCSP起因損害の賠償請求を行い、賠償金の弁済を受領できた金額を上限とする。
3. 地方公共団体がクラウドサービスの利用等に伴いクラウドサービスを提供するデジタル庁に損害を与えた場合には、地方公共団体はデジタル庁に対して損害賠償責任を負う。
· 1項でデジタル庁の責めに帰すべき事由による損害については上限を設けないことが原則とし、2項で損害がCSPの行為等に起因して発生した場合に上限を設定する例外を規定しています。
· 本規約では本条第2項の場合以外には賠償責任の上限額は特に定めないことを想定しております。地方公共団体・ガバメントクラウド運用管理補助者間の契約、地方公共団体・ASP間の契約で賠償責任の上限額を定めるか否か、定める場合の金額についてはそれぞれの当事者間で協議のうえ合意していただくことを想定しております。

第23条 （第三者に損害が発生した場合の責任）
地方公共団体又はガバメントクラウド運用管理補助者の行為により第三者に損害が発生した場合、デジタル庁の責めに帰すべき事由がない限り、地方公共団体が当該第三者に対する損害賠償責任を負う。
· デジタル庁に責めに帰すべき事由がある場合については前条が適用されます。

第24条 （外国の政府機関等からの開示請求等に関する事項）
1. デジタル庁は、CSPに対し、次の各号及びそれらに関連する必要な対応を行うことを義務づけるものとする。
1 ガバメントクラウドに関する情報について外国の政府機関等からの開示請求等があった場合、速やかにデジタル庁に通知し、デジタル庁からの協議に応じること
2 前項の当該請求等に対して必要に応じて異議申立て等の適切な対応を取るとともに、国内法以外に基づく開示請求等であった場合は主権免除の適用等について当該外国政府機関等に通知すること
2. デジタル庁は、前項の規定によりCSPから開示請求等に係る通知を受けた場合には、速やかに、当該開示請求等の対象となっているデータを保有する地方公共団体に対し、開示請求等があった旨を通知する。

第25条 （本規約の変更）
1. 本規約に基づく契約は、デジタル庁及び地方公共団体の協議を経て、双方の合意の上で変更することができる。
2. 前項の規定にかかわらず、デジタル庁は、CSPがサービス内容を変更したこと等によりクラウドサービスの利用継続のためには協議を行う時間的余裕がないことが明らかであると認める場合には、地方公共団体との協議を経ることなく、地方公共団体に通知することにより、本規約を随時変更できる。この場合、デジタル庁は本規約の変更後、地方公共団体と協議し、できる限り地方公共団体に不利益が生じないように留意しなければならない。地方公共団体は、本項に基づく本規約の変更により本規約に基づく契約を継続することが困難となった場合、同契約を解除することができる。
· 事前合意をすることが難しいケースも想定されるため但書のとおりの規定としています。

3. デジタル庁がサービスレベルのいずれかの項目について地方公共団体に不利益な変更を行う場合は、60日前までに変更後の新利用規約の内容を地方公共団体に通知するものとする。
· デジタル庁・CSP間の契約上、サービスレベルの変更がありえるため、上記の規定としています。

第26条 （専属合意管轄）
本規約に基づく合意に関する紛争の解決については、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属合意管轄裁判所とする。　

第27条 (法令等の遵守及び利用説明書に基づく本規約の解釈) 
1. 地方公共団体は、本規約に基づくクラウドサービスの利用及び管理に際して、法令並びに当該地方公共団体が定める条例及び規程等を遵守する。
2. 本規約の解釈に疑義があった場合、利用説明書を参照して解釈するものとする。 






